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本日の内容

（１）日本語教育の概要について

（２）政府の日本語教育に関する法律・方針について

（３）文化庁の審議、日本語教育に関する施策について

（４）本学通信教育部で日本語教師を目指すには



（１）日本語教育の概要について
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日本語教師とは？

日本語を母語とする児童・生徒・学生を対象としている国語教師と
は異なり、日本語を母語としない人々に対して日本語を教える教師。

日本語教師とは
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世界の日本語学習者数の推移

日本語学習者数

過去４２年間で
約３０倍に増加

「2021年度日本語教育機関調査」結果概要 独立行政法人国際交流基金
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世界の日本語教師数の推移

「2021年度日本語教育機関調査」結果概要 独立行政法人国際交流基金

日本語教師数

過去３９年間で
約１９倍に増加



8「令和２年度国内の日本語教育の概要」（文化庁）より

国内の日本語学習者数等の推移
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特定技能が機能するために、政府が実施すべき取組・支援策



10創価大学「日本語教師」セミナー（2022年1月15日）文化庁資料より

外国人に対する日本語教育の関係省庁・実施主体について



11「令和3年度国内の日本語教育の概要」（文化庁）より

地域別の日本語教育の状況
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年代 日本語教師数

10代 250（ 0.6％）

20代 2,139（ 5.5％）

30代 3,427（ 8.7％）

40代 6,265（16.0％）

50代 7,724（19.7％）

60代 8,948（22.8％）

70代 4,695（12.0％）

回答なし 6,433（14.8％）

年代別日本語教師数

年代別日本語教師数
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職務別の状況

ボランティアが48％を占め、非常勤による者が36％、常勤による者は 16％となっている

日本語教師の職務別の状況



14「令和3年度国内の日本語教育の概要」（文化庁）より

日本語教育実施機関・施設等別の日本語教師数

法務省告示機関が11,198人(28.5％)と最も多く、以下、国際交流協会8,070人（20.6％）、
任意団体5,049人（12.9％）、大学等機関4,380人（11.2％）、地方公共団体4,353人（11.1％）、
教育委員会2,351人（6.0％）の順となっている。

日本語教育実施機関・施設等別の日本語教師数
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オンライン授業の実施状況

全世界オンライン授業実施率

「海外の日本語教育の現状 2018年度日本語教育機関調査」独立行政法人国際交流基金



（２）政府の日本語教育に関する法律・方針
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【１】日本語教育の推進に関する法律（令和元年法律第48号）

【２】日本語教育の推進に関する施策を
総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針

政府の日本語教育に関する法律・方針
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【１】日本語教育の推進に関する法律（令和元年法律第48号）

日本語教育の推進に関する法律（概要）文化庁HPより
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【１】日本語教育の推進に関する法律（令和元年法律第48号）

日本語教育の推進に関する法律（概要）文化庁HPより
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【２】日本語教育の推進に関する施策を
総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針

日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針（概要）文化庁HPより
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【２】日本語教育の推進に関する施策を
総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針

日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針（概要）文化庁HPより



（３）文化庁の審議、日本語教育に関する施策について
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審議
経過

目的

23「日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）改定版」（文化庁）より

日本語教育機関の教育水準の向上のため、専門性を有
する日本語教育人材の養成・研修の在り方を示す。

日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）平成31年3月

審議経過：平成28年5月文化審議会国語分科会に日本語教育小
委員会を設置し審議を開始。同委員会で13回の審議を行うと
ともに関係機関・団体へのヒアリングや国民への意見募集等を
経て，31年3月に改定版を取りまとめた。

現在
審議

令和4年5月より、上記報告を受けて、今後の日本語教育、日
本語教師の国家資格化等に向けて、審議が継続して行われてい
る。

日本語教育への取り組み（文化庁）



24「日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）改定版」（文化庁）より

①基本的な資質・能力として，日本語の理解運用能力や文化的多様性への理解，専
門家に求められる資質・能力として，実践的なコミュニケーション能力，成長と発
達に対する理解，常に学び続ける態度などを提示

②日本語教師の養成に係る教育内容として「必須の教育内容」（教授法，日本語分
析，文法，音韻音声，文字表記等）を提示。併せて教育実習として必要な指導項目
を提示

③日本語教育人材の役割・段階・活動分野ごとに 求められる資質・能力，教育内容 ，
モデルカリキュラムを 提示

日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告） 改定版の概要

改訂版のポイント
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日本語教育人材に求められる資質・能力

１．日本語教育人材に共通して求められる基本的な資質・能力

（１）日本語を正確に理解し的確に運用できる能力を持っていること。

（２）多様な言語・文化・社会的背景を持つ学習者と接する上で、
文化的多様性を理解し尊重する態度を持っていること。

（３）コミュニケーションを通じてコミュニケーションを学ぶという
日本語教育の特性を理解していること。

「日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）改定版」（文化庁）より
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日本語教育人材に求められる資質・能力

２．専門家としての日本語教師に求められる資質・能力

（１）言語教育者として必要とされる学習者に対する実践的な
コミュニケーション能力を有していること。

（２）日本語だけでなく多様な言語や文化に対して、深い関心と鋭い
感覚を有していること。

（３）国際的な活動を行う教育者として，グローバルな視野を持ち、
豊かな教養と人間性を備えていること。

（４）日本語教育に関する専門性とその社会的意義についての自覚と
情熱を有し，常に学び続ける態度を有していること。

（５）日本語教育を通した人間の成長と発達に対する深い理解と
関心を有していること。

「日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）改定版」（文化庁）より
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日本語教育人材の整理

「令和4年10月25日 日本語教育の質の維持向上の仕組みに関する有識者会議（第5回）」より
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登録日本語教師の資格イメージ（案）

「令和4年10月25日 日本語教育の質の維持向上の仕組みに関する有識者会議（第5回）」より

❶➋

➌

➍
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登録日本語教師の資格イメージ（案）

「令和3年1月25日第2回日本語教師の資格に関する調査研究協力者会議」より
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生活者としての外国人に対する日本語教育の推進

2023年1月25日 日本語教育の質の維持向上の仕組みに関する有識者会議（第8回）より
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生活者としての外国人に対する日本語教育の推進

創価大学「日本語教師」セミナー（2022年1月15日）にて文化庁資料より
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「生活者としての外国人」のための日本語学習サイト

創価大学「日本語教師」セミナー（2022年1月15日）にて文化庁資料より
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「生活者としての外国人」のための日本語学習サイト

つながるひろがるにほんごでのくらしページ（https://tsunagarujp.bunka.go.jp/）

https://tsunagarujp.bunka.go.jp/
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生活者としての外国人に対する日本語教育の推進

創価大学「日本語教師」セミナー（2022年1月15日）にて文化庁資料より
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日本語教育の人材養成及び現職者研修カリキュラムの開発・活用事業

創価大学「日本語教師」セミナー（2022年1月15日）にて文化庁資料より



（４）本学通信教育部で日本語教師を目指すには
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日本語教師を目指すには？
法務省の出入国在留管理庁が定めた「日本語教育機関の告示基準」の下記イ～ホのいずれかを
満たしていることが日本語教師の条件となります。

イ大学（短期大学を除く。以下この号において同じ。）又は大学院において日本語教育に関する教育課程
を履修して所定の単位を修得し，かつ，当該大学を卒業し又は当該大学院の課程を修了した者

ロ大学又は大学院において日本語教育に関する科目の単位を２６単位以上修得し，かつ，当該大学を卒業
し又は当該大学院の課程を修了した者

ハ公益財団法人日本国際教育支援協会が実施する日本語教育能力検定試験に合格した者

ニ学士の学位を有し，かつ，日本語教育に関する研修であって適当と認められるものを４２０単位時間以
上受講し，これを修了した者

ホその他イからニまでに掲げる者と同等以上の能力があると認められる者

日本語教師を目指すには？
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日本語教師を目指すには？
法務省の出入国在留管理庁が定めた「日本語教育機関の告示基準」の下記イ～ホのいずれかを
満たしていることが日本語教師の条件となります。

イ大学（短期大学を除く。以下この号において同じ。）又は大学院において日本語教育に関する教育課程
を履修して所定の単位を修得し，かつ，当該大学を卒業し又は当該大学院の課程を修了した者

ロ大学又は大学院において日本語教育に関する科目の単位を２６単位以上修得し，かつ，当該大学を卒業
し又は当該大学院の課程を修了した者

ハ公益財団法人日本国際教育支援協会が実施する日本語教育能力検定試験に合格した者

ニ学士の学位を有し，かつ，日本語教育に関する研修であって適当と認められるものを４２０単位時間以
上受講し，これを修了した者

ホその他イからニまでに掲げる者と同等以上の能力があると認められる者

日本語教師を目指すには？
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イ大学（短期大学を除く。以下この号において同じ。）又は大学院において日本語教育
に関する教育課程を履修して所定の単位を修得し，かつ，当該大学を卒業し又は当該大
学院の課程を修了した者

上記イの資格を満たすため、①～③の要件を満たす必要があります。

①大学を卒業していること。

②文化庁が平成１２年３月３０日に取りまとめた「日本語教育のための教員養成
について」に示された、「社会・文化・地域」、「言語と社会」、「言語と心
理」、「言語と教育」、「言語」の５つの区分に分かれた授業科目から４５単
位以上修得すること。

③教育実習を１単位以上含むこと。

日本語教師を目指すには？
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イ大学（短期大学を除く。以下この号において同じ。）又は大学院において日本語教育
に関する教育課程を履修して所定の単位を修得し，かつ，当該大学を卒業し又は当該大
学院の課程を修了した者

上記イの資格を満たすため、①～③の要件を満たす必要があります。

①大学を卒業していること。

②文化庁が平成１２年３月３０日に取りまとめた「日本語教育のための教員養成
について」に示された、「社会・文化・地域」、「言語と社会」、「言語と心
理」、「言語と教育」、「言語」の５つの区分に分かれた授業科目から４５単
位以上修得すること。

③教育実習を１単位以上含むこと。

日本語教師を目指すには？



文学部日本語教師 必要単位
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＜５つの区分＞
社会・文化・地域
言語と社会
言語と心理
言語と教育
言語

①必修科目：２８単位

②選択必修科目：８単位

③選択科目：１０単位

文学部人間学科 日本語教員資格 必要単位数

①～③の要件を満たし４６単位の修得
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「2023年度募集要項」51ページ

＜５つの区分＞
社会・文化・地域
言語と社会
言語と心理
言語と教育
言語

文化庁が定める「５つの区分」
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イ大学（短期大学を除く。以下この号において同じ。）又は大学院において日本語教育
に関する教育課程を履修して所定の単位を修得し，かつ，当該大学を卒業し又は当該大
学院の課程を修了した者

上記イの資格を満たすため、①～③の要件を満たす必要があります。

①大学を卒業していること。

②文化庁が平成１２年３月３０日に取りまとめた「日本語教育のための教員養成
について」に示された、「社会・文化・地域」、「言語と社会」、「言語と心
理」、「言語と教育」、「言語」の５つの区分に分かれた授業科目から４５単
位以上修得すること。

③教育実習を１単位以上含むこと。

日本語教師を目指すには？
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日本語教育実習 ２単位・スクーリング科目

＜科目概要＞
指導案を作成し、その指導案をもとに本学の留学生を対象とした模擬授業を行います。他
のグループの模擬授業を見学し、授業の進行の様子や良かった点・問題点を授業観察記録
にまとめます。模擬授業終了後は、良かった点・問題点について議論し、どうすればより
よい授業となるかを考えます。

実施スクーリング：
【春期】オンラインスクーリング
【夏期】創価大学・対面スクーリング
【秋期】オンラインスクーリング

日本語教育実習
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イ大学（短期大学を除く。以下この号において同じ。）又は大学院において日本語教育
に関する教育課程を履修して所定の単位を修得し，かつ，当該大学を卒業し又は当該大
学院の課程を修了した者

上記イの資格を満たすため、①～③の要件を満たす必要があります。

①大学を卒業していること。

②文化庁が平成１２年３月３０日に取りまとめた「日本語教育のための教員養成
について」に示された、「社会・文化・地域」、「言語と社会」、「言語と心
理」、「言語と教育」、「言語」の５つの区分に分かれた授業科目から４５単
位以上修得すること。

③教育実習を１単位以上含むこと。

日本語教育実習
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最後に

2021年度海外日本語教育機関調査 結果概要（独立行政法人 国際交流基金）
https://www.jpf.go.jp/j/about/press/2022/dl/2022-023-02_1228.pdf

令和3年度 日本語教育実態調査報告書（文化庁国語科）
https://www.bunka.go.jp/tokei_hakusho_shuppan/tokeichosa/nihongokyoiku_jittai/r03/pdf/93791201_01.pdf

【参考文献】
日本語教育の質の維持向上の仕組みに関する有識者会議（文化庁）
https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kondankaito/nihongo_kyoin/93710001.html

https://www.jpf.go.jp/j/about/press/2022/dl/2022-023-02_1228.pdf
https://www.bunka.go.jp/tokei_hakusho_shuppan/tokeichosa/nihongokyoiku_jittai/r03/pdf/93791201_01.pdf
https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kondankaito/nihongo_kyoin/93710001.html





